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NAVIGATION & SOLUTION

C O N T E N T S

要  約

鈴木良介

Ⅰ　「一連のテクノロジー」で何をするか
Ⅱ　「一連のテクノロジー」がもたらす 3つの事業環境変化
Ⅲ　変化に備える
Ⅳ　オンデマンドエコノミーの台頭

1 ビッグデータやIoTなど、「一連のテクノロジー」が登場する一方で、「どのよう
な変化が起きるのか」「何のためにそれらを使うのか」と悩む経営者は多い。

2 一連のテクノロジーがもたらす事業環境の変化としては、「最適化による代替市
場への縮小移行」「狙うべき原資の変化」「事業者の社会的役割の変化」の 3つが
重要である。

3 テクノロジー活用のゴールは「長年用いられたKPIの改善」に設定されがちだ
が、テクノロジーの急速な成熟は企業がなすべきこと自体を大きく変えつつある
ため、「自社が本当になすべきことが実現可能となっているのではないか」を検
討する必要がある。

4 事業環境変化への対応として、「需給調整の量的・質的な高度化」「他者の力を活
用した広範な潜在市場の探索」「顧客がするはずのことの肩代わり」が企業に求
められる。

5 何のためにテクノロジーを用いるのかという検討を進めるには、企業や業界が
「今よりもオンデマンドであるためにはどうあるべきか」と問いかけることが有
効である。オンデマンドエコノミーの台頭は、広範な業界に影響する。

テクノロジーの進展がもたらす
3つの事業環境変化に備える
オンデマンドエコノミーの台頭
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Ⅰ	「一連のテクノロジー」で
	 何をするか

ビッグデータをはじめ、2010年以降、情報
通信技術に関するいくつもの概念が注目を集
めた。IoT、人工知能（AI）、API（Applica-
tion Programming Interface）活用などであ
る。いずれも多様なデータを収集し、解釈・
分析によって有用な情報を抽出し、新しい価
値を生み出すために用いられる。ここでの価
値とは、データから得られた情報に基づいて
人や機械の振る舞いが適切に変わることだ。
図 1 では、2010年のビッグデータ以降登場し
たさまざまな概念を、データ・情報・価値・
効用に至る流れ注1に沿って整理している。
本稿ではこれらの概念を総称して、「一連の

テクノロジー」と呼ぶ。
データを価値に変える一連のテクノロジー

が成熟する一方で、テクノロジー活用に際し
て、「競争相手なのか、パートナーなのかよ
く分からない」という声がさまざまな業界の
経営層から聞かれるようになった。他業界の
革新的な事例を引用した号令や、「IT活用、
データ活用について、よその業界の話を聞か
せてくれ」という声も多い。IT活用に対す
る期待とともに、聞いたこともないような事
業者に市場を奪われるという恐れがうかがわ
れる。

一連のテクノロジーと、それを踏まえた期
待と恐れの中で、「何のためにそれらを使う
のか」という手探りが続いている。一連のテ
クノロジーは、事業をどのように変えるだろ

図1　データ活用の観点から見た概念の整理（一連のテクノロジー）注2
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な原資が存在する。人件費、過剰な生産拠
点、販売促進費、物流コスト、保守・サポー
ト費用、過剰供給による無駄などだ。これら
を最適化する新サービスが既存市場からの縮
小移行を実現する。いくつかの萌芽事例を見
てみよう。

スマートゴミ箱の「ビッグベリー」は、複
数のゴミ箱からゴミの収容状況をリアルタイ
ムで収集する注3。その上で、いつどのよう
な経路でゴミの回収を行えば無駄がないかと
いう情報を得る。この仕組みが導入された事
例では、ゴミがあふれて美観を損ねること
も、空のゴミ箱へと回収に赴く無駄足もなく
なり、コストが 8 割削減された。このサービ
スは、ゴミ回収に伴う人件費を原資として成
長する。

米国のルクスは、高級ホテルで提供される
ようなカーバレーサービスを街の至るところ
で提供する注4。スマートフォンで降車位置
と予定時刻を指定すると、その場所でスタッ
フが待ち受け、ドライバーの代わりに駐車を
しておいてくれる。高額なサービスかと思い
きや、近隣の駐車場に普通に停めるのと大差
はない。その秘密は、駐車スペースの調達方
法にある。ほんの一台しか停められないよう
なスペースも同社が借り上げ、駐車スペース
として活用している。これはなかなか良い場
所に空きが見つからない駐車場市場を原資に
成長する。

近年注目が高まっている自動車のシェアも
良い例だ。自動車は共有されることによって
高い稼働率での運用が可能になる。稼働率が
高まれば、必要な台数は減る。カリフォルニ
ア大学バークレー校の研究によれば、 1 台の
車がシェアサービスによって提供されると、

うか。「新しいテクノロジーはビジネスモデ
ルを変える」とはよく聞く決まり文句だが、
具体的には何が変わるのだろうか。

一つ一つのテクノロジーが実現することは
明確だ。ビッグデータは、世の中のさまざま
な事象を高解像度かつリアルタイムで理解す
ることを可能にする。人工知能は、大量のデ
ータから適切な情報を高速に抽出する。IoT
は多様なモノからデータを収集するととも
に、モノに対して、最適な制御を実現する。
API公開は事業者間の垣根を低くし、事業者
が組み合わせ可能な経営資源のパターンを増
やす。そしてこれらすべてが、10年前と比べ
てはるかに安く、少ない手間で実現できるよ
うになった。

では、これらのテクノロジーが出そろった
とき、どのような事業環境の変化が生じるだ
ろうか。本稿では一連のテクノロジーがもた
らす変化のうち、「最適化による代替市場へ
の縮小移行」「狙うべき原資の変化」「事業者
の社会的役割の変化」の 3 つが重要と考え
る。以下、これら 3 つの変化を概観するとと
もに、変化への対応を検討する。

Ⅱ	「一連のテクノロジー」が
	 もたらす 3つの事業環境変化

1 最適化による
 代替市場への縮小移行

一連のテクノロジーは、さまざまな市場を
最適化された代替市場へと移行させる。特に
これからは、サイバー空間での取り組みに限
定されない、広大な物理空間における市場が
最適化され、それを代替する市場への移行が
進む。物理空間には最適化の対象となる巨大
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既に実績のある事例を一つ見てみよう。こ
の10年で大きく成長した代替市場の一つがク
ラウド市場だ。原動力となるテクノロジーの
種類こそ違えども、クラウド市場はハードウ
エア市場やシステム開発市場を原資とした縮
小移行によって成長した（図 2 ）。クラウドサ
ービスの登場により、以前は当たり前だった
サーバーの購入や、管理・運用に伴う人的な
負荷から、ユーザー企業は解放された。同時
に、提供されるサーバー資源は無駄なく構成
され、それまでとは異質の最適化がなされた。

今となれば当たり前のサービスに見えるク
ラウドも、10年前にはそうではなかった。
2006年11月の『ビジネスウィーク』誌は「ア
マゾンの危険な賭け」と題した特集におい
て、クラウドの先駆けであるアマゾンウェブ
サービス（AWS）の先行きの不透明さを取
り上げた注6。米国の投資家によるコメント
は辛辣なものであり、「（創業者である）ジェ
フ・ベゾスにはECに専念してほしい」とし
ていたが、その後のAWSの成長はよく知ら
れているとおりだ。

9 〜13台の車が買い控えられるようになる注5。
これまでの市場を自ら縮小させるような取り
組みは、既存市場の勝ち組にとっては好まし
くないが、効率化はひとたび進めば逆戻りす
ることはない。

ここでネットワークに接続され、最適化の
対象となっているのは、ゴミ箱や自動車、あ
るいはちょっとした駐車スペースだ。グロー
バル企業の本支店でもなければ、流通企業が
展開する1万を超える店舗でもない。一つ一
つを見れば、今までつながっていたものより
も、はるかに小さな経済効果しか生まぬモノ
がつながる。そして、それぞれモノ由来のデ
ータによって状況が理解され、調和の取れた
施策を実現する。十数年前から想像はされて
いた「つながるゴミ箱」のような施策が、や
っとコスト・手間的にも実現可能になったの
だ。

このように、一連のテクノロジーの活用
は、既存市場で行われてきた継続的な改善活
動とは異質の最適化を実現し、新しい代替市
場を作る。

図2　既存市場を原資とした縮小移行による新市場の形成
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同時に同社は紳士服のヒューゴボス社など
と提携し、顧客が購入した商品の即日配送を
始めている注7。これは、ヒューゴボスが、
下手な割引や広告よりも、「手ぶらでお帰り
いただけますし、その日のうちに家でご覧い
ただくこともできますよ」と訴えることが効
果的と判断したためと考えられる。ここで、
ウーバーがヒューゴボスから得ている原資
は、「移動のための費用」ではなく「販売促
進のための費用」となる（図 3 ）。

移動サービスに販促費が用いられる取り組
みは、商業施設による顧客送迎用のマイクロ
バスの用意など、これまでにも存在した。そ
れ以外にもたとえば、浜松の商業施設である
メイワンは、5000円以上の買物をした顧客に
対してレシートと引き換えに「お帰りきっ
ぷ」として遠鉄バス・電車の片道無料乗車券
を提供している注8。このような取り組みは商
業施設や交通事業者が一連のテクノロジーの
うちAPI連携を用いた「デジタルお車代」な
どとして、さらに容易に実現されるだろう。

前項で、クラウド市場はハードウエア市場
などを原資とした縮小移行により生まれた市

クラウドが既存のハードウエア市場を侵食
したように、一連のテクノロジーを活用する
新サービスが物理空間におけるさまざまな市
場を侵食する。たとえ今、荒唐無稽に見えて
も、最適化は進み、代替市場に移行する。こ
れが第一の変化である。

2 狙うべき原資の変化
前項では新サービスが既存市場をより効率

的に代替する例を紹介した。ゴミ回収の代
替、駐車スペースの代替、自家用車の代替、
いずれも、効率的ゆえに縮小移行となる。

さらに重要なことに新サービスは縮小移行
だけでなく、全く別の市場から原資を得て、
新市場を拡大することもできる。本項では、
一連のテクノロジーを活用した新サービスが
狙うべき原資は一つとは限らないことを示
す。

たとえば、米ウーバーテクノロジーズ社が
提供する配車サービス「ウーバー」は自家用
車やタクシーなど「移動を支援する市場」を
代替しようとしている。これは前項で示した
単純な縮小移行である。

図3　新サービスが新たな原資を奪う例
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「もっと最適化できないか」「よその市場も奪
えるのではないか」という 2 つの問いをもた
らすことを示した。第三の変化は、さらに重
い問いを突きつける。それぞれの事業者が現
在担っている役割が本当に社会にとって必要
なのか、という問いだ。

象徴事例として「小切手おじさんとヘリコ
プターママ」の論考を紹介する注9。

これは保険業の役割がテクノロジーの影響
によって大きく変わることを示す論考であ
る。「小切手おじさん」は不慮の事態が起き
たときにそれを慰めるためにお金を渡す、と
いう長く続いてきた保険会社の役割を示す。
一方、「ヘリコプターママ」は、さまざまな
データから危険な徴候を察知し、契約者に対
してあれこれと指図をし、不慮の事態を避け
させる、という役割を示す。英語圏では、ヘ
リコプターママは「子供に対して口やかまし
くあれこれ指示をするお母ちゃん」を意味す
る。以上を踏まえて、保険会社によるテクノ
ロジー活用の事例を 2 つ見てみよう。

明治安田生命は、保険金支払いの迅速化を
目的にテクノロジー活用を進める。保険金申請
書類を機械的に判断し、振り込みまでの手続
きの迅速化と無人化を目指す。経済的効用は
大きく、支払い期間の短縮とそれに伴う人件
費の圧縮という成果が得られている注10、11、12。

フランスのアクサ生命は、希望する契約者
に対して活動量計を無料で貸与する注13。活
動量データに基づき、病気になりにくい健康
的な生活をしていると判断されれば、保険料
が実質的に割り引かれる。
「小切手おじさんとヘリコプターママ」でい
えば、明治安田生命の事例は、不慮の事態が
起きたときに迅速・正確にお金を払うという

場と示したが、クラウド市場もまた異なる原
資を得ることに成功している。クラウド市場
が得た原資は、IT部門に限らぬ事業部門の
予算だ。これは、クラウドという新サービス
が持つ「ハードウエアの管理をしなくてよ
い」「初期投資が少額で済む」といった、こ
れまでのサーバー市場にはなかった特性によ
って可能となった。

この変化はスタートアップ事業者のチャン
スを広げる。失う市場がない中で縮小移行を
促すばかりか、その他の市場からも金を奪
い、自らのサービスによる市場をさらに大き
くできるからだ。

一方、大企業にとってはチャンスだけでな
く大きな脅威にもなる。なぜならば、「一見
すると競合には見えない異業種の事業者が、
いつの間にか自社の市場を奪っていく」とい
う構図を作るからだ。ウーバーが自家用車市
場やタクシー市場を侵食するのはよく分か
る。しかし、場合によっては百貨店の広告・
宣伝に使われていた予算が、顧客の送迎とい
う「販売促進サービス」に流れる。そのと
き、既存事業者はまるで青天の霹靂のように
市場が奪われたと感じるだろう。冒頭で示し
た「競争相手なのか、パートナーなのかよく
分からない」という経営者の懸念は、既存の
競合以外の、聞いたこともないようなプレイ
ヤーによって自らの市場が奪われることへの
危惧であると考えられる。このような新サー
ビスの縮小移行にとどまらぬ原資の変化と、
その裏にある既存市場の思いがけぬ侵食が、
第二の変化である。

3 事業者の社会的役割の変化
一連のテクノロジーの成熟による変化が、
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る中で、非効率であり続ければ負ける。狙う
べき原資が変わる中で、新サービスの提供事
業者が自社の市場を狙っていることに気が付
かなければ負ける。その産業の社会的な役割
を変えることができるのに、これまでの役割
の改善だけに固執すれば負ける。いずれも、
テクノロジーの活用が「やれば儲かるのでは
なく、やらなければ負けるような変化」をも
たらしていることを示す。

テクノロジーがWebサービスなど一部の
特殊な企業のものであった頃は、まだ良かっ
た。しかし、もはや無関係な企業は少ない。
物理空間への足がかりはIoTであり、レガシ
ーシステムへの足がかりはAPI開放だ。足が
かりが成立すれば、大量データの活用という
今までとは異なる手立てで競争が進められ
る。ソーシャルゲーム業界から外食産業に転
職したデータサイエンティストが、次々と事
業の最適化を実現した事例があった。そのよ
うな事例はこれからも多発するだろう。

そのような中で、第三の変化として示した
「役割変化」は特に対応が難しいテーマだ。
たとえば、回転寿司事業は最適化を目指せ
ば、寿司を回さない方が良いという結論にな
りかねない。「それでもなお寿司を回し続け
る」という判断をするには、事業者の社会的
役割が何かという問いに答える必要がある。
筆者が2013年に行ったインタビューでは、あ
る回転寿司チェーン店の情報システム部長

（当時）は、「回る寿司の楽しみはわれわれが
提供する重要な価値なので回すのをやめるこ
とはない。それ以外の廃棄ロスを減らすこと
などによって、寿司を回すための原資を作
る」と述べた。これは、同社の社会的役割が
社内で明確に共有されているが故に出たコメ

役割を果たすべく、「仕事の早い小切手おじ
さん」を目指している。アクサ生命の事例
は、不慮の事態を起きにくくするという役割
を果たす「ヘリコプターママの第一歩」と位
置づけられる。両者はいずれも生命保険事業
者としてテクノロジーを活用しているが、そ
のゴールは異なる。

テクノロジー活用のゴールを定めるために
は、その事業者が社会に対して果たすべき役
割が明らかでなければならない。また、テク
ノロジーの急速な成熟は果たすことのできる
役割を変える。テクノロジーの価格が安くな
り、その使い勝手が良くなることはこれまで
は不可能であった理想的な役割を実現するこ
ともあるためだ。アクサ生命のケースは、保
険加入時の一度限りの健康診断を高度化する
だけではない。日常生活の中で高頻度かつ継
続的に契約者へと具体的な働きかけを行うこ
とで、挫折しがちであった行動変容を実現さ
せようとしている。

長 年 用 い ら れ たKPI（Key Performance 
Indicator）があると、テクノロジー活用の
ゴールはそのKPI改善になりがちだ。しか
し、本当にそこに金を使うことが正しいのだ
ろうか。テクノロジーは事業者としての「や
るべきこと」を変えてしまう。「やるべきで
ないことを効率的に行おうとしていないか」

「本当になすべきことが実現可能になってい
ないか」を考える必要が生じている。これが
第三の変化である。

4 やらなければ負ける
一連のテクノロジーが引き起こす 3 つの変

化について示した。
最適化による代替市場への縮小移行が起き
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る消費者の状況や意向を理解しやすくなった
中での最適化は始まったばかりだ。

たとえば、無印良品の「遅得」は興味深い
事例だ注14。遅得とは繁忙期に、配達が遅く
なることへと同意した顧客に対して一定のポ
イントを提供するサービスである。この仕組
みが導入された背景には、価格が10％オフに
なる期間中、同社の受注件数は 6 〜 7 倍にな
るという課題があった。

物流の負荷が大きく増え、それを乗り切る
ための臨時アルバイトの数が増えれば、配送
作業におけるミスも増える。このような課題
を受けて始まったのが遅得であった。結果、
2013年11月の良品週間においては、遅得の利
用者が 1 万9000人に上ったという。

このような施策は「急ぐわけではなく、お
得に買い物をしたい」という顧客と、「物流
コストの上昇と、サービス品質の劣化を避け
たい」という事業者の、両者への満足をもた
らすことになる。それを供給サイドの都合だ
けで進めるのではなく、消費者に主導権を与
える形で進めている。

第二に、川下のデータを基に川上工程を調
整する事例を紹介する。遅得はB2Cの事例と
して紹介したが、B2B事業者も無関係ではな
い。消費者からの無理な要求はB2C事業者を
経て、川上のB2B事業者へと伝播するから
だ。B2B事業者においても生産設備の増強で
も現場の根性でもなく、データ流通による需
給調整を進めようとする取り組みが進んでい
る。

たとえば、ニホンフラッシュは営業データ
を生産プロセスの最適化に用いる注15。ニホ
ンフラッシュは、年間で50万枚のドアを製造
する住設事業者だ。50万枚のドアのデザイン

ントといえるだろう。
「ビッグデータ活用ワーキンググループ」や

「デジタル変革委員会」など一連のテクノロ
ジー活用を扱う検討委員会において、自社は
何をすべきかと混迷することは多い。しか
し、部局を越えて社内の隅々まで「自社の社
会的役割」が共有されている事業者は、そこ
に立脚した議論を行うことができる。「IT活
用は経営課題」といわれて久しいが、このよ
うなゴールの設定こそがITにかかる経営課
題にほかならない。

Ⅲ	変化に備える

本章では、「最適化による代替市場への縮
小移行」「狙うべき原資の変化」「事業者の社
会的役割の変化」という 3 つの変化に対応す
るために、テクノロジーをどのように活用す
べきか、先鋭的な事例と併せて紹介する。

1 需給調整の量的・質的な高度化
最適化のためには、需要と供給の双方に関

する高解像・リアルタイムな理解を行い、そ
れらをマッチングさせる必要がある。ここで
はそれを前提に、 3 つの具体的な需給調整事
例を見てみたい。

第一は、需要側の協力を仰ぐことによる需
給マッチングだ。これまでの工業化の進展は
生産性を高め、川下につつがなく供給を行う
ことを実現した。一連のテクノロジーによる
解決は川下との調整によって需給を最適化す
る。

もちろん、これまでにも川下と川上との連
携・調整による最適化は試みられてきた。し
かし、バリューチェーンの最も川下に位置す
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は運転手、キミはお客様」という主従関係
だ。一方で、ブラブラカーはもっとフラット
な人間関係を前提としている。そのため、ブ
ラブラカーでは、目的地と金額といった合理
的条件に加え、タバコを吸ってもいいか、ペ
ットを連れていてもいいか、運転中に音楽が
かかっていてもいいか、おしゃべりは好き
か、といったことを同乗者のマッチングを行
う際の判断基準として用いる。おしゃべりが
好きかどうかは特に重視され、「ブラー」か
ら「ブラブラブラー」の三段階でマッチング
される。

ブラブラカーは「目的地が同じ人たちと同
乗して、割安で移動する」という合理的な移
動だけでなく、「楽しく、不快な思いをする
ことのない移動」を実現しようとしている。

ここまでに需要側の協力を仰ぐことによる
需給マッチング、川下のデータを基に川上工
程を調整、質的な需給マッチングという 3 つ
のパターンについて紹介した。いずれも「供
給の強化」ではなく、データの流通・活用に
よって、「需給の調整」を進めていることが
分かる。

特に需要側である消費者との協力関係は、
今後さまざまな取り組みの拡大が期待され
る。消費者がスマートフォンを肌身離さず持
ち、自社が提供するアプリを使えるというこ
とは、消費者にも自社の業務用端末を持たせ
ているようなものだ。命令はできないが、調
整はできる。調整を通した新たな関係の構築
が始まっている。

2 他者の力を活用した
 広範な潜在市場の探索

新サービスが狙うべき市場を特定するため

は10万種類を超える。同社はドア一枚一枚の
商談の進み具合を 4 段階で管理し、部材の仕
入れや図面の作成開始タイミングの判断に活
かしている。つまり、確定された受注情報以
外の営業情報を、製造にうまく活かしている
のである。

川下で発生する需要の兆候を、いち早く川
上に伝え、川上側での持ち時間を増やす。

「需要の現場」に近いところのデータを、川
上の施策に活用することによって、川上の持
ち時間を増やすことができる。持ち時間が増
えると、業務の自由度を高めることができる。

第三は質的な需給マッチングだ。これまで
の事例が量的充足である一方で、テクノロジ
ーの活用によって質的により合致した製品・
サービスを提供する取り組みもある。

たとえば、フランス発のあいのり支援サー
ビス「ブラブラカー」だ。日本国内ではウー
バーほど知られていないが、既に19カ国で
展開し、会員数2000万人、未上場ながらも投
資家による評価額は15億ドル相当と、ヨーロ
ッパで最も注目される非上場企業の一社であ
る注16。

ブラブラカーはあくまであいのり支援だ。
ウーバーのような運転代行ではない。同社の
仕組みでは、「あくまであいのり」というこ
とを徹底するためか、ドライバーは必要経費
以上の金額を同乗者から取ることができない
仕組みになっている。同社は、同乗者からド
ライバーへの支払金額の15〜20％を手数料と
して得る。また、そのための決済プラットフ
ォームも提供する。

さらに大切なことは、ブラブラカーとウー
バーでは同乗している人の関係が根本的に異
なる。ウーバーにおける人間関係は、「ボク
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イスからのデータに応じて、商品割引に用い
ることができるポイントを付与するというプ
ログラムだ。この計測の一部にフィットビッ
ト社の計測機器を用いている。

ウォルグリーンにしてみれば、フィットビ
ット由来のデータの活用は、アプリ単体での
収益を狙うというよりは、「健康的な生活を
おくる顧客を応援する」という販促活動の一
環だ。すなわち、原資は販売促進費用となっ
ている。

かたやフィットビットにすれば、このよう
な、全く違う原資を企画段階で網羅的に検討
することは困難だ。その中で、活動量計に関
する強い立場を誘引材料にAPIという門戸を
開き、活用のアイデアが集まるようにしてい
る。結果、ヘルスケアデータサービスが狙う
ことのできる市場は拡大する。

3 顧客がするはずのことの肩代わり
事業者の社会的役割の変化は、検討すべき

範囲が非常に広い。ここでは、一連のテクノ
ロジー活用と相性の良い取り組みとして、

「顧客がするはずのことを肩代わりする」を
紹介する。

たとえば、米国のスマーティピッグは「金
を貯める、増やす」サービスだけでなく、「金
の使い方」まで支援する注18。

スマーティピッグは金融機関向けのソリュ
ーションを開発するQ2イーバンキング社に
よるサービスだ。サービス名の「ピッグ」は

「ブタの貯金箱」に由来しており、特定の消
費を目的に貯金することを促す。もちろん、
ただの貯金箱ではない。貯めたお金を、アマ
ゾン、ベストバイなど、特定の販売店でのみ
利用できるギフトカードで受け取るならば、

には、見つけてもらいやすい状況を作ること
が望ましい。キラーアプリは自ら提供するに
せよ、すべての筋の良いアプリを自社で提供
することは不可能であり、自社が提供する機
能・データで気持ちよく利益を上げてもら
い、それによる分け前に預かるという考え方
が求められる。

たとえば、米フィットビット社はヘルスケ
アサービスの大手事業者として、世界中で活
動量計を提供している。活動量計はネットワ
ークに接続され、計測されたデータは同社の
サーバー上で管理されている。当然、同社は
それらのデータを基にしたさまざまなアプリ
ケーションを、有償無償で提供する。目標体
重へのダイエットの支援や、他のユーザーと
の体重・運動・睡眠の比較を可能とする機能
などがそれに相当する。

これに加えて同社は、2011年 4 月から、ユ
ーザー許諾の下で広くAPIを公開する取り組
みを進めている。運動量などに関するデータ
を基に提供できるサービスは多岐にわたる
が、それぞれのサービス提供事業者がユーザ
ーに対してそれぞれが提供する機器の装着を
求めれば、ユーザーの負担は大きくなる。運
動量を測る万能万歩計メーカーとして一定の
地位を築いている同社は、自社のデバイスか
ら得られるデータを、他事業者が利用するこ
とを可能とした。

この仕組みを活用する事業者として米国の
大手ドラッグストア、ウォルグリーンがあ
る。同社は13年より「バランス・リワード・
フォー・ヘルシーチョイス」というプログラ
ムを開始している注17。これは、運動、体
重、血圧、血糖値、喫煙、睡眠、血中酸素飽
和度の 7 項目について、それぞれの計測デバ
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ことだ。さまざまなレベルとは、既存のKPI
の改善から、その事業者の役割を根本から見
直さざるを得ない場合まである、ことを意味
する。

冒頭で示した本稿の問題意識は、「一連の
テクノロジーを何のために使うのか」だ。

「デジタルで変革しよう」では、何をすれば
よいのか、何を考えればよいのか分からな
い。実現手法ではなく、活用のゴールを指し
示す必要がある。

本稿ではこの課題に対する一つの解とし
て、「オンデマンド」というキーワードを示
したい。需要に対して不足でも過剰でもな
く、質的にも適切なものを、ちょうど良いタ
イミングで供給する。そして供給の過程で
は、需要側に対して状況や意向を問い、働き
かけを行い、供給に合わせた需要の調整も可
能、という考え方だ。

企業や業界が、「今よりもオンデマンドで
あるためには、どうあるべきか」とゴール設
定をすることで、一連のテクノロジーの具体
的な活用法が見えてくるはずだ。さらにいえ
ば、自社はどのような社会的な需要を満たす
ために存在するのか、という中長期的な検討
も行わざるを得なくなるだろう。

オンデマンドという言葉は、日本国内にお
いてはビデオ・オンデマンドのイメージが強
い。しかし、米国を中心に「オンデマンドエ
コノミー」と呼ばれる概念も台頭しつつあ
る。本稿で紹介した、ウーバー、ルクス、ブ
ラブラカーなどもオンデマンドエコノミーを
形成するサービスの一つだ。

本稿での議論が一連のテクノロジー活用の
歩みを一歩進める上での参考となれば幸いで
ある。

利用可能金額に 5 〜12％が上乗せされる。利
率が12％の場合、自分で30万円貯めると、33
万6000円分の買い物ができる。

なぜこのようなことができるのか。金融機
関が価値あるデータを持っているためだ。そ
のデータとは、「何のためにお金を貯めてい
るのか？」を示すデータである。これは「実
際の購入に向けて貯金するほど、本気で購買
意欲がある」ことを示す情報となる。事業者
側としても、潜在的な購入者が分からない中
では多くの人に向けて分散して使わざるを得
なかった広告・販売促進費を、集中して用い
ることができる。スマーティピッグはこの販
促費のやりとりを、独自のデータによって仲
介し、手数料を受け取る。

この種の取り組みは金融業において、ゴー
ルベースバンキングと呼ばれ始めている。こ
れまで資産形成のみに関与し、住宅ローンな
ど一部の例外を除けば金の使途、すなわち

「ゴール」に関与してこなかった金融機関
が、一歩踏み出して顧客の金の使い方にまで
踏み込んだ役割を担おうとしている事例だ。

Ⅳ	オンデマンドエコノミーの台頭

3 つの変化として「最適化による代替市場
への縮小移行」「狙うべき原資の変化」「事業
者の社会的役割の変化」を紹介した。さらに
これらへの備えとして、需要サイドに関する
詳細な理解と調整、広範な需要を満たすため
の機能開放、一歩踏み込んだ顧客需要の充
足、という施策の必要性を示した。

共通するのは、一連のテクノロジーがさま
ざまなレベルで需要を満たすこと、すなわち
オンデマンドであることに寄与する、という
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